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政策課題の解決に向けた具体的な取組内容（案） 
 

 

※特に検討を要する課題については，「政策課題検討チーム」を設置し，庁内横断的に検討を進め

ることを想定 
 
 
 

 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ 
イント（具体的な
取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

1-1 

次世代放射光
施設を核とし
た新たな産業
の創出 

・次世代放射光施設の設
置を契機としたｲﾉﾍﾞｰｼ
ｮﾝの創出に向けたﾘｻｰﾁ
ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ形成のほか，
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業の支援強
化と地域産業をけん引
する中核的企業の成長
支援が必要 

・各産業で生産性の向上
を図るため AI･IoT 等
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術の実装に向
けた実証機会の創出や
導入支援，人材育成（人
づくり）が必要 

※既存取組を継続  
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

1-2 

地域資源を活
用した観光産
業の振興 
 

(1) 戦略的な誘客促進施
策と多業種連携等に
よる観光産業の振興 

 
・地域の関係者が連携し
地域の観光資源の磨き
上げや民泊なども活用
した受入環境整備が必
要 

・観光資源の効果的な情
報発信を行うため,デ
ジタルマーケティング
の手法を活用したプロ
モーション等,戦略的・
総合的な施策展開が必
要 

・農林漁業や飲食業，食
品製造業など，食と観
光を結びつけた宮城の
強みを生かした観光振
興が必要 

・サービス業の生産性向
上に資する人材育成と
環境整備が必要 

 

（環境生活部） 
●空き物件等を
民泊施設として
利活用するため
のスキーム構築
に 向 け た 検 討
と，不在型民泊
の実施に必要と
なる住宅宿泊管
理業者の増加の
た め の セ ミ ナ
ー，相談対応等
の実施。 

・企画部（地
域振興課・
地域交通政
策課） 

・農政部（農
山漁村なり
わい課） 

・経済商工観
光部（観光
政策課） 

・土木部（住
宅課） 

 

 
 

（経済商工観光
部） 

●教育旅行ニー
ズ等に対応した
観光コンテンツ
の磨き上げや受
入体制の強化，
関係人口の創出
拡大による地域
の活性化や関連
産業との連携，
観光の担い手育
成等を通じた観
光産業の基盤強
化，デジタルマ
ーケティングを
活用した戦略的
な誘客促進 

・経済商工観
光部（富県
宮城推進
室，商工金
融課，観光
政策課，観
光プロモー
ション推進
室） 

・復興・危機
管理部（復
興支援・伝
承課） 

・企画部（デ
ジタルみや
ぎ推進課，
地域振興
課） 

・環境生活部 
（食と暮らし
の安全推進
課） 

・農政部 
（農山漁村な
りわり課，
食産業振興
課） 

・教育庁 
(2) 仙台港周辺地域にお

ける賑わい創出 
 
・仙台港周辺地域は，三

井アウトレットパー
ク仙台港をはじめ，仙
台うみの杜水族館な
どの商業施設が立地
しており，仙台東部道
路からのアクセスの
良さから，年間約４５

（企業局） 
●自動車から鉄
道利用による来
訪へ転換を促進
と施設間の回遊
の向上から地域
における小型電
動モビリティの
導入などの対策
（渋滞緩和によ
る CO2 排出抑制
にもつながる）。 

・土木部 
（港湾課） 
・経済商工観
光部 

（国際政策
課，観光プ
ロモーショ
ン推進室） 
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０万人以上が訪れる
東北で有数の集客の
高い地域である。 

・新型コロナウイルス感
染症による影響前は，
仙台空港の利用者拡
大により，特に訪日外
国人旅行者が増加し，
今後，より一層の賑わ
いが期待されていた。 

・こうしたポテンシャル
を踏まえ，官民連携に
よる更なる魅力向上
に向けた取組により，
新型コロナウイルス
感染症の終息後にお
ける観光需要の回復
を見据えたインバウ
ンド受入体制の強化
が必要である。 

・新型コロナウイルス感
染症の終息後を見据
えた，より一層の賑わ
いを創出するため，港
周辺地域である特色
を活かした日常的に
憩い，安らげるアメニ
ティ豊かな空間の創
造が必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 震災復興後の仙台東
部被災地域活性化の
ための，複合的観光
資源の活用 

 
・仙台東部地域は，復興
道路である三陸沿岸道
路・東部道路，仙台港
が整備され，アクセス
性に優れた地域であ
る。また，仙台うみの
杜水族館などの大型集
客施設だけでなく，「日
本遺産」の構成文化財
である特別史跡多賀城
跡や特別名勝松島な
ど，多数の文化遺産が
所在し，豊富な観光資
源を包含した複合的観
光拠点として更なる発
展が期待されている。 

・今後，被災地域活性化
と一層の魅力向上にむ
け，個別の集客活動だ
けでなく，地域間連携
や関係機関の横断的事
業展開を強化し，その
ポテンシャルを最大限
に引き出す取組が必要
である。 

（教育庁） 
● 多 賀 城 創 建
1300 年を踏まえ
た各種事業の実
施と日本遺産の
広範な展開によ
る地域活性化 

・教育庁（文
化財課） 

・経済商工観
光部（観光
政策課，観
光プロモー
ション推進
室） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

1-3 

「食材王国み
やぎ」食のバ
リューチェー
ン構築 

・本県では，これまで，
生産した農畜水産物
（１次産業）そのもの
の魅力を「食材王国み
やぎ」などにより情報
発信・販売促進してき
たところであるが，食
品加工製造業（２次産
業）や外食産業（３次
産業）などのニーズに
即した農畜水産物の生
産・流通体制の構築な
ど，１次産業から３次
産業までを一貫して捉
え，食全体の価値を向
上させていく取組は一
部にとどまっていた。 

・今後，農業産出額を増
大させ，富県宮城を実
現するためには，食品
製造業や外食産業が必
要とする品目の生産拡
大や産地形成，県内の
産地間連携によるロッ
トの確保，産地から事
業者への効率的な物流
体制の構築など，農畜
水産物の生産から加
工・流通・消費までの
連携強化を図り，１次
産業から３次産業まで
のバリューチェーンを
構築していくことが課
題となっている。 

（経済商工観光
部） 
●輸出に取り組
む事業者のスタ
ー ト ア ッ プ か
ら，特に課題と
なる物流面のモ
デル構築など，
事業者の取り組
み段階に対応し
た支援により，
県産農畜水産物
の海外での販路
拡大を図る 
 

・経済商工観
光部（国際
ビジネス推
進室） 

・農政部 
(食産業振
興課，農山
漁村なりわ
い課，農業
振興課，み
やぎ米推進
課，園芸推
進課，畜産 
課） 

・水産林業部 
(水産業振
興課，水産
業基盤整備
課，林業振
興課) 

 

（農政部） 
●バリューチェ
ーン構築の核と
なるアグリビジ
ネス経営体育成
のための基盤整
備支援による園
芸産出額倍増の
実現 

・農政部 
（園芸推進
課，農業振
興課，食産
業振興課，
農山漁村な
りわい課，
農業政策
室） 

・経済商工観
光部 

（富県宮城推
進室，産業
立地推進
課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

1-4 

ＡＩ・ＩＣＴ
を活用した産
業の生産性向
上とイノベー
ションの創出 
 
 

(1) 各産業分野における
先端技術の実装促進等
による生産性の向上 

 
・各産業で生産性の向上
を図るため AI･IoT 等
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術の実装に向
けた実証機会の創出や
導入支援，人材育成（人
づくり）が必要 

 

（経済商工観光
部） 
●中小企業等の
デジタル化に向
けた意識の底上
げ及び IT ﾂｰﾙ導
入支援等のデジ
タル化推進によ
る生産性向上 
 

・経済商工観
光部（富県
宮城推進
室，新産業
振興課，中
小企業支援
室，産業人
材対策課，
雇用対策
課，観光政
策課） 

・企画部 
（デジタルみ
やぎ推進
課） 

 
 

（土木部） 
●舗装の劣化状
況 を 確 認 す る
「 路 面 性 状 調
査」について，測
定車で行う従来
の 調 査 に 加 え
て，ビッグデー
タを活用した調
査を導入 

・土木部 
（道路課） 
 

（土木部） 
●インフラメン
テナンス総合デ
ータベースを活
用し，橋梁の点
検結果を効率的
に管理･運用し
ていくシステム
を導入 

・土木部 
（道路課） 
 

(2) アグリテック推進に
よる生産性の向上と多様
な経営体の育成 
 
・農業の担い手の減少と
高齢化が進行し，農業
生産力の低下が懸念さ
れる中，県内ではトラ
クター等農業機械の自
動走行や家畜の監視シ
ステム，施設園芸の環
境制御システム等 ICT

（農政部） 
●次世代を担う
いちご経営者の
就農促進に向け
たハウスリース
体制の構築支援
による  いちご
100 億円産地の
形成 
 

・農政部 
（園芸推進
課，農業振
興課） 
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を活用したアグリテッ
クによる農作業の省力
化や高品質生産に取り
組む事例が出てきてい
る。 

・今後，農業を維持・発
展させていくために
は，水稲からの作付け
転換や，継続的な担い
手の確保・育成に加え，
労働力不足に対応し
た，効率的で収益性の
高い農業の実現が不可
欠である。 

・特に，労働集約型の園
芸や畜産，大規模土地
利用型農業における労
働負担軽減や生産性向
上，新規就農者等への
スムーズな技術の継
承，中山間地農業の課
題解決対策として利用
が期待されるアグリテ
ックの一層の推進が課
題となっている。 

（農政部） 
●大区画水田と
アグリテックを
活用した露地園
芸の振興による
実需者ニーズに
対応した儲ける
産地の育成 

・農政部 
（園芸推進
課，農業振
興 課，み
やぎ米推進
課，農村振
興課，農村
整備課，食
産業振興
課） 

 

(3) ＡＩ・ＩＣＴの活用
や地域連携等によるイノ
ベーションを生み出す産
業力の強化 
 
・水産業では，海水温上
昇等の海洋環境変化に
より，水揚げ量の減少，
水揚げ魚種の変化，養
殖業の不調や，加工原
料の不足など様々な課
題が顕在化している。 

・林業では，本格的な利
用段階を迎えた森林資
源の有効活用を図るた
め，県産材の安定的な
流通体制整備や新たな
利用促進の取組等が求
められている。 

・このため，ＡＩ・ＩＣ
Ｔなどの先端技術の導
入や，多様な主体との
連携によりイノベーシ
ョンを生み出す収益性
の高い産業基盤を創出
する必要がある 

（水林部） 
●ＡＩ・ＩＣＴ
等先端技術導入
による魚市場の
スマート化や漁
場の｢見える化｣
等の推進，伴走
型支援や地域連
携による水産加
工業の競争力強
化 

・企画部 
・経済商工観
光部 

・農政部 
・水産林政部 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポイ
ント（具体的な取
組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

2-1 

先進的技術
を活用した地
域経済の発展
と社会課題の
解決 
  
 

(1) テレワーク，Ｗｅｂ
会議などＩＣＴ活用に
よる働き方改革の推進 

 
・新ビジョンの実現に向
けて，限りある時間と
人材の有効活用を図る
ため，ＩＣＴ活用によ
る生産性向上が必要 

・特に，新型コロナウイ
ルス感染症の拡大によ
り，在宅勤務，Ｗｅｂ
会議へのニーズが急速
に高まっている 

・テレワーク（モバイル
ワーク，在宅勤務，サ
テライトオフィス勤
務）やＷｅｂ会議の実
現に必要な環境整備が
必要 

 
 

（総務部） 
●オンラインによ
る行政手続きの推
進 
（補足） 
電子公印の導入

やキャッシュレス
対応の電子システ
ムの導入等，一連
の行政手続きのデ
ジタル化による業
務の効率化及び多
様な働き方の推進
並びに住民サービ
スの向上 

・総務部 
（行政経営
推進課，県
政情報・文
書課） 

・企画部 
（デジタル
みやぎ推
進課） 

・出納局 
（会計課，契
約課） 

 
 

（企画部） 
●５Ｇ等の先進的
技術の活用，行政
手続における電子
申請や電子決済の
導入，情報通信基
盤の環境整備等に
よるデジタル化の
推進 

・総務部 
（行政経営
推進課，県
政情報・文
書課，管財
課） 

・出納局 
（会計課） 
・相談窓口
関係課 

・許認可関
係課 
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（土木部） 
●ＩＣＴ活用によ
る土木部の働き方
改革の推進 
1 工事管理業務等
の効率化による業
務時間削減の推進
（遠隔現場臨場や
設計・施工業者と
のＷｅｂ会議環境
の拡充など） 
2 膨大かつ煩雑
な予算執行管理や
許認可事務のシス
テム化の推進（エ
クセルによる予算
管理のシステム化
や許認可電子申請
システムの導入な
ど） 
3 大容量化する
電子情報の適切な
管理及び利活用の
効率化の推進（電
子納品のクラウド
管理や技術マニュ
アルの整備・更新
など） 

・土木部 
・総務部 
・企画部 
(デジタルみ
やぎ推進課) 

(2) 先端技術を活用した
情報通信基盤の整備促
進による，多様な働き
方のできる・災害に強
い宮城県 

・働き方改革などによ
り，多様な働き方が求
められている。 

・また，毎年のように起
こる自然災害や，感染
症への対応などもあ
り，業務継続の必要性
も強く求められている
ところ。 

・様々な先端技術が開発
されているが，導入に
は至っていない技術も
多いことから，実務的
に導入可能な技術を見
極め，RPA 導入やモバ
イルワークなどを用
い，業務の効率化とと
もに，様々な状況に応
じた働き方ができる基
盤を整備する。 

・また，導入する先端技
術を活用し，利用者中
心の行政サービスの利
便性向上を図る。 

※既存取組を継続  
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ 
イント（具体的な
取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

2-2 

宮城の産業
を牽引する人
材の創出・育
成と環境の整
備 

(1)産業人材の育成・確保
と多様な人材の活躍促
進 

 
・新たな技術を活用でき
る生産性の高い人材の
育成と，企業の生産性
や付加価値を高める外
国人を含む高度人材の
活用・確保が必要 

・人口減少による労働力
不足に対応するため,
県内学卒者の県内就職
率向上のほか，女性・
高齢者等の新規就労対
策や外国人材などの多
様な人材の確保が必要 

・先端技術等を活用し多
様な人材の働き方に対
応できる環境整備が必
要 

 

（経済商工観光
部） 
●非正規社員・離
転職者等の不安定
就労形態から安定
就労形態へ転換す
るための人材育成
支援プログラムの
策定 
 
 

・経済商工
観光部 

（産業人材
対策課，
雇用対策
課） 

 

 

(2)地域（事業者）の稼ぐ
力の強化に向けた新
たな担い手が活躍で
きる場の創出 

 
・漁村・山村では，少子
高齢化の進展に加え，
個人経営体が多く，経
営管理や雇用体制が十
分に整備されていない
ことなどから，担い手
の確保が課題となって
いる。 

・このため，地域（事業
者）の稼ぐ力の強化に
向けて，法人化や協業
化等を推進しながら，
水産業・林業の競争力
を高めるとともに，地
域の産業基盤の有効活
用や多様な主体との連
携等により，新たな担
い手が活躍できる環境
を整備していく必要が
ある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
※既存取組を継続 
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(3)みやぎの社会資本整
備を牽引する人材の
確保・育成と活躍でき
る環境の整備 

 
・復旧・復興事業終了後
の建設投資額は大幅な
減少が見込まれている
ほか，少子高齢化や生
産年齢人口の減少に伴
い，労働力不足が深刻
化している。 

・そのため，ポスト復興
のみやぎの社会資本整
備を牽引する人材の確
保・育成と活躍できる
環境の整備を推進する
必要がある。 

・加えて，先端技術（Ａ
Ｉ，ＩｏＴ等）の導入
など，イノベーション
を創出し，生産性の向
上を図る必要がある。 

（経済商工観光
部） 
●モデル地区にお
ける空き屋・空き
店舗を利活用した
ワーケーション・
コワーキングスペ
ース等の受入拠点
の整備及び受入体
制構築，担い手の
育成確保による地
域経済の活性化 

・経済商工
観光部 

（富県宮城
推進室，
商工金融
課，観光
政策課） 

 

（土木部） 
●建設産業の担い
手確保に向けた取
組の推進 
1 若手建設技術
者・技能者と高
校生との交流行
事を通じた建設
産業とその職業
像の普及啓発
（みやぎ建設産
業架け橋サロ
ン） 

2 建設業団体の連
携による建設産
業への理解を深
める普及啓発イ
ベントの開催
（みやぎ建設ふ
れあいまつり） 

3 建設現場見学を
体験できる動画
コンテンツの制
作公開 

4 建設産業の魅力
や従事者の人物
像を広報啓発す
る動画コンテン
ツの制作・公開 

5 担い手確保等の
ための相談窓口
機能の強化 

・土木部 
(事業管理
課) 
・経済商工
観光部 

・教育庁 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

3-1 

総合的な少子
化対策 
（結婚，妊娠・
出産，子育て
の希望を叶え
る切れ目ない
支援 

・本県の合計特殊出生率
は全国平均を下回る水
準にあり，結婚，妊娠，
出産，子育ての切れ目
のない支援の充実等，
各種施策を強力に推進
する必要がある。 

・保育所整備や保育人材
確保による待機児童の
解消はもとより，産前・
産後サポート，産後ケ
アなど母子保健の充実
による妊産婦の心身の
サポート，孤独な子育
て（孤育て）解消によ
る育児の不安感・負担
感の軽減や，発達障害
児のサポートなど子ど
もの健やかな成長を支
援するとともに，企業
や民間団体と連携し，
地域社会全体で子ど
も・子育てを支援する
機運の醸成を図る必要
がある。 

・また，男女の固定的性
別役割分担意識の解消
や男性の家事・育児分
業の推進，若い世代の
就労支援，職場におけ
る仕事と育児の両立支
援制度の男女双方での
利用促進，学校におけ
る妊娠・出産に関する
正しい知識や結婚や子
育てを含めたライフプ
ランを考える取組な
ど，総合的に少子化対
策を推進する必要があ
る。 

（保健福祉部） 
●デジタルを活
用した情報発信
や支援の充実及
び環境整備等に
よる子育てしや
すい地域づくり
の推進 

・環境生活部
（共同参画社   
会推進課） 

 
※みやぎっこ
応援の店の拡
充は全庁 

 

（農政部） 
●若い女性がラ
イフスタイルに
合わせて農業・
農村でいきいき
と活躍できる環
境づくりに向け
た支援（農業・農
村の魅力発信に
よ る 女 性 の 移
住・就農の促進，
子育て世代女性
がライフスタイ
ルに合わせて働
き続けられる就
労環境整備等） 

・農政部 
（農業振興
課，農山漁
村なりわい
課，みやぎ
米推進課，
園芸推進
課，畜産
課，農村振
興課，農村
整備課） 

・水産林政部 
・企画部（地
域振興課） 

・環境生活部
（共同参画社  
会推進課） 

・保健福祉部
（子育て社会 
推進課） 

・経済商工観
光部（雇用
対策課） 

（水産林政部） 
●子育て世代を
支え，未来を担
う子どもの健や
かな成長を後押
しするための県
産 材 に よ る 木
造・木質化への
支援及び「木育」
活動の普及促進 
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（教育庁） 
●学校における
業務改革やサポ
ートスタッフの
派遣等による女
性教員が働きや
すい環境づくり 

・教育庁（総
務課，福利
課，教職員
課，義務教
育課，高校
教育課） 

・保健福祉部
（子ども・家   

庭支援課，
子育て社会
推進課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

3-2 
困難な環境に
ある子どもへ
の支援 

・親の貧困が子どもの貧
困につながる「貧困の
連鎖」が問題となって
おり，すべての子ども
が生まれ育った環境に
よって左右されること
なく，夢や希望を持つ
ことのできるよう，居
場所づくりや学習支援
などの子どもの貧困対
策や，ひとり親家庭の
支援を推進する必要が
ある。 

・児童虐待相談件数が増
加傾向にあり，児童相
談所の体制強化ととも
に，教育や警察など関
係機関と連携・協力を
一層図るなどにより，
児童虐待防止対策を強
化する必要がある。 

（保健福祉部） 
●専門家派遣や
資金調達の支援
などによる子ど
も食堂への応援
体制づくり 

・環境生活部
（共同参画社   
会推進課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

3-3 

家庭・地域・学
校の連携・協
働による地域
全体で支える
人づくり 

・家庭環境の多様化，人
口減少に伴う学校統廃
合など，子どもを取り
巻く環境が大きく変化
している。 

・未来を担う子どもたち
を健やかに育むために
は，学校，家庭及び地
域住民等がそれぞれの
役割と責任を自覚しつ
つ，地域全体で教育に
取り組む体制づくりを
目指す必要がある 

（教育庁） 
●ICT を活用し
た新たな家庭教
育支援モデルの
構築やフォーラ
ム等を通じた教
育と保健・福祉
の連携強化によ
る子どもを生み
育て易い環境の
創出 

・教育庁（教
育企画室，
義務教育
課，高校教
育課，特別
支援教育
課，生涯学
習課，県立
自然の家） 

・総務部（私
学・公益法
人課） 

・環境生活部
（共同参画社  
会推進課） 

・保健福祉部
（子育て社会   

推進課，子
ども・家庭
支援課，精
神保健推進
室） 

・経済商工観
光部（雇用
対策課） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



15 

 

 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

4-1 

就学前から高
校教育までの
各発達段階に
応じた「生き
る力」の育成 

・人口減少，グローバル
化の進展，超スマート
社会の到来など，今後
の複雑で予測困難な社
会を力強く生きるため
には，自ら課題を見付
け，自ら学び，自ら考
え，判断して行動する
ことが求められる。 

・就学前から高校教育ま
での各発達段階におい
て，ICT の積極的な活
用を図りつつ，知識の
理解の質を一層高める
教育を展開し，子ども
たちの「生きる力」を
育む必要がある。 

 

（教育庁） 
●生きた英語に
触れる機会の確
保や教師の授業
力向上を通じた
児童生徒の英語
力向上と国際感
覚の育成 

・教育庁 
（義務教育
課，高校教
育課） 

 

（教育庁） 
●オンライン学
習の体制整備や
ICT 支援員の拡
充，教科指導に
おける ICT 活用
の推進等による
学校教育の質の
向上 

・教育庁 
（教育企画
室，教職員
課，義務教
育課，高校
教育課，特
別支援教育
課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

4-2 
子どもの健や
かな体づくり 

・児童生徒の体力・運動
能力は全国を下回る傾
向が続いており，肥満
傾向児出現率やむし歯
のある子供の割合も高
く，様々な健康課題が
顕在化している。 

・人口減少社会を生涯に
わたりたくましく生き
抜くためには，子ども
の健康や体力の育成が
不可欠である。 

（企画部） 
●スポーツ少年
団や総合型地域
スポーツクラブ
等の地域団体と
の連携による子
どもの運動機会
の充実 

・教育庁 
（保健体育安
全課） 

 

（教育庁） 
●体育指導員の
学校派遣等によ
る 子 ど も の 体
力・運動能力の
向上 

・教育庁 
（保健体育安
全課） 

・企画部 
（スポーツ振
興課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

4-3 

豊かな人間性
を育み，多様
な子どもたち
を支える教育
の実現 

・不登校児童生徒や 
 発達障害のある幼児 
 児童生徒の増加など， 
 子どもたちの多様化 
 が進んでいる。 
・多様な子どもたちが自
信を持ち，健やかに成
長するためには，豊か
な心の育成とともに，
一人一人の教育的ニー
ズに応じた支援が重要
である。 

（教育庁） 
●不登校等児童
生徒への支援体
制の充実や学び
の多様化に対応
するための体制
整備 

・教育庁 
（教育企画
室，教職員
課，義務教
育課，高校
教育課，特
別支援教育
課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ 
イント（具体的な
取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

5-1 
 

移住定住の促
進・関係人口
の創出と地域
コミュニティ
の活性化 
 

(1)地方とのつながり構
築推進 

・少子高齢化による人口
減少が急速に進む中，
第 2 期「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」
の中で，政策目標とし
て「地方への移住・定
着の推進」「地方とのつ
ながりの構築」が位置
づけられた。 

・また，その主な施策の
方向性として「地方移
住の推進」「関係人口の
創出・拡大」「地方への
資金の流れの創出・拡
大」が位置づけられた。 

（企画部） 
●オンラインを活
用した情報発信や
マッチングの強
化，地域おこし協
力隊の支援の充
実・強化，県内企業
への就業促進等に
よる移住定住の推
進 

・企画部
（デジタ
ルみやぎ
推進課） 

・経済商工
観光部
（雇用対
策課） 

・全部局 

 

(2)公共交通の充実 
・人口減少が進んでいる
一方で，人口に占める
高齢者の割合が増加し
ている。また，運転免
許を返納する高齢者や
自家用車を保有しない
若者が増加している。 

・県民が住み慣れた地域  
で生活するために，地 
域住民の通学，通院， 
買い物等，多様な移動 
手段を維持・確保する 
必要がある。 

（企画部） 
●過疎地域等にお
ける専門人材やデ
ジタル技術の活
用，自家用有償旅
客運送の導入等に
よる持続可能な地
域社会の構築 

・企画部
（デジタ
ルみやぎ
推進課） 

・全部局 

(3) 豊かな個性と魅力あ
る農山漁村づくり 

・農山漁村は，都市部に
比べ人口減少と高齢化
が急速に進み，集落機
能の維持が困難になり
つつあり，農山漁村が
持つ多面的機能が脆弱
化している。 

・農山漁村の持続可能性
を高めていくには，多
様な人材の育成・確保
に加え，地域特産物等
の地域資源を活用した
多様な「なりわい」の
創出などによる地域の
活性化と稼げる地域づ
くりが課題となってい
る。 

・併せて，中山間地域な
どでは，農業分野だけ
でなく，医療・福祉・
教育などの分野も含
め，ＩＣＴ等を活用し
た「暮らしやすい地域
づくり」とそれを実現
させるための通信イン
フラの整備などが課題
となっている。 

※既存取組を継続  
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

5-2 

多様な主体が
活躍できる社
会の実現 
 
   

(1)「協働共創社会の実
現」のための多様な
主体及び人材の育成 

 
・人口減少社会の中で，
地域の活力を維持し，
持続的成長を実現して
いくためには，一人ひ
とりが，その個性に応
じた多様な能力を発揮
できる社会を構築して
いくことが必要であ
る。 

・そのため，地域に根ざ
したＮＰＯ等多様な主
体を育成支援し，女性
をはじめとした多様な
人材の活用と次世代の
人材育成を積極的に推
進して，環境整備の取
組が求められている。 

 

（環境生活部）
●県内ＮＰＯネ 
ットワークの構
築とみやぎＮＰ
Ｏ情報ネットの
見直し・改修 

・環境生活部
（共同参画
社会推進
課） 

・企画部（デ
ジタルみや
ぎ推進課） 

 

（保健福祉部）
●職場環境改善 
や新規分野開拓
による福祉型就
労施設で働く障
害者の雇用の維
持・確保及び受
注機会の拡大に
向けた県内企業
とのマッチング
等による工賃向
上支援 

・企画部 
（デジタルみ
やぎ推進
課） 

（水産林政部） 
●森林・林業分
野で活躍する女
性や若者が働き
やすい就業環境
を確保するため
の課題抽出やそ
の取組等への支
援 

 

(2)誰もが活躍できる社
会の推進 

 
・年齢，性別，障害の有
無などに関わらず，す
べての県民が地域や職
場などで，それぞれの
能力を発揮し，活躍で
きる機会の創出など，
生きがいを実感して暮
らしていける社会環境
の整備を推進する必要
がある。 

・特に，様々な要因によ
り社会的参加の回避や
他者との関わりを持た
ない「ひきこもり」が
全国的に大きな社会問
題となっており，教育，
保健，医療，福祉，雇
用など各分野が連携
し，本人やその家族に
対し，相談，居場所づ
くり，就労などの切れ
目ない支援を提供する
必要がある。 

（環境生活部）
●社会生活上困
難を有する子ど
も・若者に対し
連携して支援し
たケースの効果
等を調査し，関
係機関の連携強
化と効果的な支
援体制の構築を
図る。 
 

・環境生活部
（共同参画   

社会推進
課） 

・保健福祉部 
・経済商工観
光部 

・教育庁 

https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1587820389/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly93d3cudW5pYy5vci5qcC9hY3Rpdml0aWVzL2Vjb25vbWljX3NvY2lhbF9kZXZlbG9wbWVudC9zdXN0YWluYWJsZV9kZXZlbG9wbWVudC8yMDMwYWdlbmRhL3NkZ3NfbG9nby9zZGdzX2ljb24v/RS=^ADBvJ7CuA2Rqei1Yhgvut6mbTS4ubk-;_ylt=A2RinFbl5aJeiiEAbCaU3uV7;_ylu=X3oDMTBhbDZtN2cxBHZ0aWQDSVMwMDM-
https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1587820390/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly9zdHVkeXN0dWRpby5qcC9jb250ZW50cy9hcmNoaXZlcy80MDg5MQ--/RS=^ADB8Uf5AFlaRytNdGB5Zejk0DSaBpA-;_ylt=A2Rivcbl5aJedhcAuiCU3uV7;_ylu=X3oDMTBhbDZtN2cxBHZ0aWQDSVMwMDM-
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

5-3 

人生 100 年時
代を見据えた
生涯学習・ス
ポーツ，文化
芸術の推進 

・人生 100 年時代をより
豊かに生きるために
は，生涯にわたって自
ら学習し，自己の能力
を高めることのできる
環境や，各々の年代や
関心，適性等に応じて
日常的にスポーツに親
しむことのできる環境
が求められる。 

・あわせて，今後の人口
減少社会を心豊かで多
様性のあるものにする
ためには，文化芸術の
振興がより一層重要と
なる。 

（企画部） 
●プロスポーツ
チームとの戦略
的連携や総合型
地域スポーツク
ラブの普及等に
よるスポーツを
通じた地域の活
性化 

・企画部 
（地域振興
課） 

・保健福祉部
（健康推進  
課） 

・教育庁（保
健体育安全
課，生涯学
習課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

6-1 
医療・介護人
材の育成・確
保 

・医師・看護師・薬剤師
等の医療従事者，介護
サービスや障害福祉サ
ービスに従事する介護
職員の不足は依然とし
て深刻な状況にある。 

・医療・介護人材の育成・
確保には，就業促進や
離職防止に向けた取組
を総合的かつ強力に推
進していくほか，地域
偏在の解消にも取り組
む必要がある。また，
医療・介護現場の魅力，
やりがいを生徒や保護
者に伝える学校段階で
の「職業観の育成」も
重要である。 

・医療・介護人材を育成・
確保し，大規模な自然
災害や感染症等の発生
時においても持続可能
な医療・介護サービス
を提供できる体制を確
保していく必要があ
る。 

（保健福祉部）
●障害福祉サー  
ビス事業所にお
ける職場環境・
処遇改善に対す
る取組支援やＩ
ＣＴ等導入支援
による人材の育
成・確保，サービ
ス向上 

・企画部 
（デジタルみ
やぎ推進
課） 

 

（保健福祉部） 
●臨床研修医の
県内定着に向け
た研修環境の整
備やマッチング
支援 

－ 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ 
イント（具体的な
取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

6-2 

困難を抱える
県民をともに
支える社会づ
くり 

・今後，少子高齢化と人
口減少が進んでいく中
で，高齢者や障害者等
が将来にわたって安心
して暮らせる地域づく
りに向け，被災者支援
のノウハウを活かした
「地域支え合い体制」
や，医療，介護，生活
支援のサービスを切れ
目なく提供する「地域
包括ケア体制」の構築
を進める必要がある。 

・特に，増加する認知症
高齢者を地域で支える
ことや，介護予防のた
めのフレイル対策に地
域で取り組む環境づく
りに力を入れる必要が
あるほか，高齢者，障
害者等の社会的弱者の
通院，買物等の生活支
援，孤立や閉じこもり
解消といった観点か
ら，交通インフラの確
保も重要である。 

・また，８０５０問題を
はじめ，認知症，精神
障害，生活困窮，ＤＶ，
児童虐待など，複合的
な課題を抱える世帯を
「丸ごと」支える，市
町村の包括的な相談支
援体制（断らない相談
窓口）や，課題解決に
向けた多機関協働によ
る分野横断的な支援体
制を構築する必要があ
る。 

※既存取組を継続  
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

6-3 
サイバーセキ
ュリティ対策
の充実 

・あらゆる分野でＩＣＴ
が活用され便利になる
一方で，サイバー空間
における脅威は深刻化
しており，地域経済の
活力の向上及び持続的
発展のためには，県全
体におけるサイバーセ
キュリティの確保が必
要不可欠である。 

（警察本部） 
●サイバー犯罪
の立証に不可欠
なスマートフォ
ン等電子機器の
解析件数の増加
及び解析対象の
高度化に対応す
るため，装備資
機 材 を 整 備 し
て，捜査力の強
化を図る。 

・企画部 
（デジタルみ
やぎ推進
課） 

 

（警察本部） 
●宮城県サイバ
ーセキュリティ
協議会における
情報共有のため
のシステム等を
導入し，情報共
有の活性化を図
り，サイバーセ
キュリティの強
化に努める。 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

7-1 

2050年二酸化炭
素排出実質ゼロ
を目指して 
 
～地球温暖化対
策及び気候変動
適応の推進～ 
 
 

・地球温暖化や気候変動
の問題は，世界的な喫
緊の環境課題となって
いる。 

・国内では，2050年二酸
化炭素排出量実質ゼロ
を表明する自治体が増
加している。 

・県では，第 4期の環境
基本計画(R3年 3月策
定)に「2050年二酸化
炭素排出実質ゼロ」を
長期目標として掲げて
いる。 

・地球温暖化対策や気候
変動への適応は，各分
野が，あらゆる社会経
済活動に配慮し，緩和
策と適応策を両輪とし
た総合的な取組(人づ
くり,地域づくり,イノ
ベーション)を推進し
ていくことが不可欠で
ある。 

・さらに，地域が持続的
に発展していくために
は，経済活動と環境配
慮行動を統合していく
取組が必要であり地域
資源の循環を支えてい
くエネルギー産業やリ
サイクル産業などの進
出や創出を促進してい
く必要がある。 

・また，これらの取組の
好循環を支える廃プラ
スチックや食品廃棄物
をはじめとする廃棄物
等の３Ｒや利活用を促
進し，脱炭素化に資す
る自律的な循環型社会
システムの構築が必要
となっている。 
 

（環境生活部）
●ＲＥ１００企
業等に対する入
札時のインセン
ティブの付与，
県基金の一括運
用先のグリーン
ボンド等への更
なる拡大，県有
施設における再
エネ電力の率先
調 達 な ど に よ
る，需要側への
アプローチを通
じたＦＩＴ以外
の再エネ電力の
普及拡大とＥＳ
Ｇ経営の促進 

・総務部 
（管財課） 
・出納局 
（会計課，契
約課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

7-2 

エネルギー分
野におけるス
マートシティ
の実現に向け
て 

・地球温暖化が起因とさ
れる自然災害の発生が
課題なっていることに
加え，人口減少による
地域経済の縮小が懸念
されることから，脱炭
素社会の構築（エネル
ギー多消費型の社会か
ら省エネ型の社会へと
転換）を目指しながら，
地域経済を活性化させ
る「経済・社会の持続
的発展と環境保全の両
立」が重要となってい
る。 

・このため，再生可能エ
ネルギーの導入促進に
当たっては，利益や効
果が地域経済に還元さ
れる地産地消型エネル
ギーの推進や災害時に
強い自立・分散型エネ
ルギーシステムの構築
が求められている。 

・また，住宅や公共施設
を含む建築物の省エネ
化に加え，二酸化炭素
排出量の削減効果が期
待される EV や FCV 等
の次世代自動車の普及
促進など，様々な場面
における省エネ化・脱
炭素化の取組が求めら
れている。 

（環境生活部）
●地域の脱炭素
化を見据えた地
産地消型，自立
分散型エネルギ
ーの推進等によ
る再生可能エネ
ルギーの導入促
進や水素エネル
ギーの利活用等
の推進 

・企画部 
（地域振興
課・地域交
通政策課 

・経済商工観
光部（自動
車産業振興
室） 

・農政部（農
業振興課・
農山漁村な
りわい課） 

・水産林政部
（林業振興   
課） 

・土木部（住
宅課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ 
イント（具体的な
取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

7-3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
豊かな自然環
境の保全と利
用の調和 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・本県では海，山，川，
平野が調和した豊かで
多様な自然環境と生態
系を有しているが，一
方で近年の社会経済活
動の飛躍的な発展など
人為的要因による自然
環境への影響が大きく
なり，生態系のバラン
スが崩れるなど様々な
課題が生じている。 

・水を取り巻く環境にお
いては，公共用水域に
おける水質の悪化等，
水環境に対する弊害が
顕著となってきてお
り，自然の生態系に悪
影響を与える負荷行為
を抑制し，健全な水循
環・水環境の保全を推
進することが強く求め
られ，多様な主体が一
体的となる「流域マネ
ジメントの質の向上」
などの取組が必要とさ
れている。 

・このようなことから，
本県のもつ恵まれた自
然環境や生態系を保全
するため，各分野が生
物多様性等に配慮しな
がら，その恵みの享受
と上手な利活用を行
い，さらに次世代へと
引き継いでいくことが
重要となっている。 

※既存取組を継続  
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

7-4 
豊かな個性と
魅力ある農山
漁村づくり 

・農山漁村は，都市部に
比べ人口減少と高齢化
が急速に進み，集落機
能の維持が困難になり
つつあり，農山漁村が
持つ多面的機能が脆弱
化している。 

・農山漁村の持続可能性
を高めていくには，多
様な人材の育成・確保
に加え，地域特産物等
の地域資源を活用した
多様な「なりわい」の
創出などによる地域の
活性化と稼げる地域づ
くりが課題となってい
る。 

・併せて，中山間地域な
どでは，農業分野だけ
でなく，医療・福祉・
教育などの分野も含
め，ＩＣＴ等を活用し
た「暮らしやすい地域
づくり」とそれを実現
させるための通信イン
フラの整備などが課題
となっている 

（水産林政部） 
●副業的・兼業
的 な 活 動 な ど
様々な形態で展
開している自伐
型林家の取組支
援を通じた移住
定住促進及び山
村における多様
な働き方の実現 
 
（一定の活動エ
リアを設定し，
その中で実施す
る 森 林 整 備 や
ICT を活用した
森林調査等をパ
ッケージとして
支援） 

・企画部 
（ 地 域 振 興
課） 

・農政部 
（農山漁村な
りわい課） 

・水産林政部 
（林業振興
課） 
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 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

7-5 

環境と成長が
循環する持続
可能な産業の
確立 

・農業・水産業・林業の
健全な発展は，自然環
境保全などの多面的機
能の発揮に寄与するほ
か，地球規模での持続
的な社会の実現を目指
すＳＤＧｓへの貢献も
期待されている。 

・このため，地球温暖化
などの環境問題に対
し，これまでのＣＯ２

吸収源対策に加え，ブ
ルーカーボンに着目し
た取組を新たに推進す
るとともに，生産環境
の適切な管理や森林資
源の循環利用等により
持続可能な農業・水産
業・林業を確立してい
く必要がある。 

（農政部） 
●有機農業の環
境負荷低減効果
等に関する理解
の醸成と実需者
ニーズに対応し
た持続可能な農
業の確立 

・農政部（み
やぎ米推進
課，食産業
振興課，農
山漁村なり
わい課，農
業振興課，
園芸推進
課，畜産
課） 

・環境生活部 
（環境政策
課） 

 
（水産林政部） 
●宮城県沿岸域
における藻場の
造成・保全や海
藻養殖の増産に
向けた取組を推
進する中で ,水
産業が持つ多面
的機能としての
二 酸 化 炭 素
（CO2）固定・吸
収量をブルーカ
ーボンとして評
価 
 

・環境生活部 
・経済商工観
光部 

 

（水産林政部） 
●全国豊かな海
づくり大会を契
機とした環境保
全に向けた県民
運動の全県的な
定着と ,持続可
能性に寄与する
環境配慮型水産
業への機運醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 



29 

 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

8-1 

大規模化・多
様化する自然
災害に備えた
強靱で安全・
安心な県土づ
くり 

・東日本大震災以降も，
関東東北豪雨，令和元
年東日本台風等による
甚大な被害が発生する
など，頻発化・激甚化
する自然災害リスクの
増大への対策強化が急
務である。 

・そのため，過去の被災
経験を活かした，防災・
減災対策の強化と国土
強靱化の推進を図る必
要がある。 

（復興・危機管
理部） 
●市町村におけ
る危機管理体制
の充実・強化に
資するよう，市
町村の実情に即
したきめ細やか
な支援を行う。 

・復興・危機
管理部 

（復興・危機
管理総務
課，防災推
進課，復興
支援・伝承
課，消防
課，原子力
安全対策
課） 

 

（復興・危機管
理部） 
●地域社会がお
互いを守る「共
助」の取組であ
る『自主防災活
動』における女
性の参画機会の
拡大や，男女共
同参画の視点を
取り入れた地域
防災体制の構築
を図るモデル事
業を実施し，デ
ジタルコンテン
ツを活用した地
域防災力の向上
につなげる。 

・復興・危機
管理部（防
災推進課） 

・環境生活部 
（共同参画社
会推進課） 

（水産林政部） 
●「防災・減災，
国土強靱化のた
めの 5 カ年加速
化対策」に基づ
く漁港施設の耐
震・耐津波・耐波
浪強化 

・土木部 
・総務部 
・環境生活部 
・農政部 
・水産林政部 
 

（企業局） 
●下水道施設に
おいて，近年多
発する豪雨に対
する耐水化計画
を策定し，必要
な 対 策 を 講 じ
る。 

・企業局 
（ 水 道 経 営
課） 

（教育庁） 
●学校防災アド
バイザーの派遣
拡充等による学
校防災体制の強
化 

・教育庁 
（ 義 務 教 育
課，高校教育
課，特別支援
教育課，保健
体育安全課） 



30 

 政策課題 現状と課題の内容 
新規・拡充のポ
イント（具体的
な取組内容） 

連携部局 
（課室） 

 

達成に寄
与する
SDGsのゴ
ール 

8-2 

人口減少・少
子高齢化社会
に対応した持
続可能な社会
資本の整備と
管理運営 
  

(1)人口減少・少子高齢化
社会に対応した社会資
本の整備 

・人口減少や少子高齢化
の進展に伴う県内経済
の縮小や地域コミュニ
ティの機能低下，加速化
するインフラの老朽化
など，本県の社会インフ
ラを取り巻く環境は，大
きく変化している。 

・そのため，県内産業の競
争力強化や交流人口の
拡大を目指した産業・交
流基盤の強化や，持続可
能な地域社会づくりを
目指した生活基盤整備
や広域連携・官民連携に
取り組むほか，各施設の
適正な維持管理・長寿命
化を図るため，計画的・
戦略的なストックマネ
ジメントに取り組む必
要がある。 

（環境生活部） 
●水道事業体
の経営基盤
強化支援及
び広域連携
の推進を図
るため，「全
体最適」の視
点に立った
施設利用案
の検討と技
術人材の育
成・確保に向
けた支援体
制の構築 

 
・総務部（市
町村課） 

・土木部（都
市計画課） 

・企業局（水
道経営課） 

 

 

（企画部） 
●地域の連携
やデジタル
技術の活用
による低未
利用土地の
管理・活用方
策の充実 

・企画部 
（デジタルみ
や ぎ 推 進
課） 

 
 

（土木部） 
●空港運用時
間２４時間化
のメリットを
活かした貨物
取扱量増加の
促進 
 
【具体的な事
業イメージ】 
取組例 
仙台国際空港
と連携した施
策 
1 東北の工業
製品・農林水産
物の輸出拡大 
2 グランドハ
ンドリング人
材の確保・育成
支援 
3 仙台国際空
港の貨物取扱
量増加に向け
た取組支援 

・土木部 
(空港臨空地
域課) 
・経済商工観
光部 
(国際ビジネ
ス推進室，新
産業振興課) 
・農政部 
・水産林政部 
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（企業局） 
●水道事業経
営管理戦略プ
ランに基づき，
水道施設の耐
震化や計画的
な更新を進め
るとともに，下
水道施設につ
いては，ストッ
クマネジメン
ト計画に基づ
いて改築及び
長寿命化対策
を推進する。 

 
・企業局 
（水道経営
課） 

(2)上工下水一体官民連携
運営（みやぎ型管理運営
方式）の実現 

・水道事業を取り巻く厳
しい経営環境の中，上工
下水３事業一体化によ
るスケールメリットの
発現と民間の力を最大
限活用することにより
コスト縮減を図り，持続
可能な水道事業経営を
確立する必要がある。 

・令和元年度は，ＰＦＩ法
に基づく実施方針を公
営企業の設置等に関す
る条例の改正により定
め，特定事業を選定し，
民間事業者の公募を行
った後，令和２年度に
は，応募者との競争的対
話を経て，優先交渉権者
を選定した。 

・令和３年度は県議会で
運営権設定の承認や関
係法の手続き等を経て，
令和４年４月から運営
権者による事業を開始
する。 

 
（企業局） 
●庁内情報連
絡会議等での
情報共有及び
広域連携を見
据えた意見交
換 
 

 
・総務部 
（行政経営推
進課，市町
村課） 

・環境生活部 
（食と暮らし
の安全推進 
課） 

・土木部 
（ 都 市 計 画
課） 

 

 


